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一 《論文要旨》
本稿では,第 二次世界大戦以前に発現 し,1973年,近 隣の被害農民により鉱害
訴訟が提起 され,82年 に原告勝訴の第一審判決に至 った,い わゆる安中鉱害問題
(群馬県安中市で発現 した農地の土壌汚染 と農産物被害など)に ついて,「社会的費
用」論(A.C.ピ グーではなく,K.W.カ ップに発する議論)に 即 した分析を試み
る。当該問題における加害企業,東 邦亜鉛株式会社の73年 を中心 とする前後約20
年間の 「有価証券報告書」記載事項や裁判記録を主要な分析対象としている。分析
においては,農 民の生産活動 と生活過程に負荷された被害を 「社会的損失」,す な
わち 「社会的費用」の潜在態として捉え,そ の顕在化が,当 該企業にとって 「社会
的評価」を経て強制された,「 資本の遊休と破棄に伴 う費用」,「発生源対策費用」,
「被害復元費用」,「損害賠償費用」の負担であったとみなしている。こうした 「社




そして,そ の理論的な淵源が,W.S.ジ ェヴォンズの指摘 した労働一般に伴う 「負
の効用」・「負の商品」の概念,さ らにはピグーの指摘 した他者への 「正のサービス」
に伴う第三者に及ぼす 「負のサービス」の概念にあることに論及する。




は じ め に
地域社会で発現 した環境破壊の典型として,以 下に群馬県安 中市の鉱害
(公害)問 題ωを取 り上げ,分 析する。当該問題において,加 害者側 におけ
る負担すべき 「社会的費用」の潜在化(す なわち被害者側における 「社会的
損失」の顕在化)は,農 業の生産手段であり,且 つ農民(生 産手段を私的に
所有 している農業労働者)の 生活手段である土地に使用価値破壊(効 用劣化)
として現れた。 また,そ れに先だって一 原理的には土地 に帰属される一
大気や水などの生産および生活の自然要因に使用価値破壊として現れた。つ
まり,被 害農民の生産と生活の過程 に,「費用」化 されると否 とにかかわら
ず,加 害者である東邦亜鉛株式会社(以 下東邦亜鉛あるいは当該企業と略す)
か ら 「社会的損失」が負荷された。 これらの破壊は,東 邦亜鉛の安中精錬所
が,操 業開始以来(1937年 日本亜鉛精錬株式会社安中精錬所として創業,
1941年 現社名に変更)一 第二次大戦中の一時期をのぞいて 一 排出し,大
気 と水の媒介によって,土 地に蓄積させた重金属(Cd,Zn,Pd)お よび硫
酸などが直接の原因物質であった。素材次元における破壊 ・損失,す なわち
「社会的費用」の潜在態は,ま ず使用価値次元で量的に評価 され,さ らに価
値次元での貨幣評価に置換され,加 えて,加 害企業の活動 との因果関係と共
に社会的に確定されること(「社会的評価」)が 必要 となる。そして,そ こで
始めて,加 害企業にとって負担すべき 「社会的費用」 として顕在化すること
になる。「安中鉱害損害賠償請求訴訟」はこの二つの次元での評価 と因果関
係の確定をめぐって,東 邦亜鉛 と被害農民 との間で争われたものに他な らな
い。本稿では,こ の訴訟が提起された1973年 を中心に前後約20年 間におけ
る当該企業の資本蓄積と 「社会的費用」の顕在化,す なわち負担との相関を
分析の対象 とする(86年 の両者の和解 〔4億5,000万 円〕を考慮の外にお く)。
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なお,本 稿は約20年 前に着手 され,何 度かの修正をへて一応まとめられ
たが,今 まで未発表とされた。筆者の近年の研究により次の二点が明 らかに
なったことで,よ うや く最終的,全 面的な見直 しが可能 となり,発 表に踏み
切ることとなった②。
第1に,以 下では,企 業の 「私的費用」に同企業による環境破壊の被害額
(事後的賠償額)お よびその対策費用(事 前的予防費用)を 加えたフル ・コ
ス トを 「社会的費用」 とみなす,A.C.ピ グーの概念を採用 していない。む
しろ,被 害額 と対策費用の合計それ自体を 「社会的費用」 とみなす,K,W.
カ ップおよびR.H。 コースの概念を採用 している。それは,導 入され るべき
環境税について議論する場合には,前 者の 「社会的費用」概念は十分に有効




第2に,本 稿の文末において,環 境破壊を伴 う企業活動の成果および労働
の成果における 「虚偽的」あるいは 「可滅的」性質を指摘す る。その際,こ
の指摘の学説史上の淵源がS.W.ジ ェヴォンズによる 「負の効用」 および
「負の商品」の概念 にあ り,さ らにこれ らに基づくピグーの 「負のサービス」
概念 に求め られることが判明したことによる。
1.「 社会的費用」の潜在化 と資本蓄積
安中鉱害問題における 「社会的費用」の潜在化 と東邦亜鉛(特 に安中精錬
所)の 資本蓄積との相関は,1982年3月 の第一審判決において認定された,
汚染 と生産活動の因果関係をふまえ,以 下のように示される。
土壌汚染,大 気 ・水質汚染のかたちをとった 「社会的費用」の素材的潜在
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態と,こ れ らに起因する米,麦 類,豆 類,桑,蚕 などの農産物生産量の減少
といった事態に関する,操 業開始以来の,ま た戦後の操業再開(1948年)
以来の,長 期にわたる通時的な自然科学的データおよび統計資料は存在 しな




負荷量(労 働過重)を 正確に反映す るものでないことは明らかである。加え






ない。 しかしなが ら,1955年 前後以降の重金属排 出の通時的な増大と累積
は,裁 判においてはっきりと認められている(4>。また,汚 染の程度 と 「作物
生産力」の低下との相関に関する自然科学的データ⑤をふまえれば,安 中精
錬所の生産活動が安中の農業と農民に対 して損害を増大 ・蓄積 させた,す な
わち 「社会的損失」を負荷 したと判断してよい。「社会的損失」の負荷 と蓄
積は,1969年7月 に 「鉱山保安法」違反を理 由として,安 中精錬所の一部
が操業停止処分を受け,続 いて1971年 に公害防止のために必要な設備改善







なされた安中精錬所における資本蓄積(生 産力の増強)の 状況を,そ の主要
生産物である電気亜鉛の生産能力が半期で3千 トンを越えるに至 った1963
年下期か ら示 したのが,次 頁以後の図1お よび図2で ある。図1は,安 中精
錬所における資本蓄積を素材側面において捉えたものである。69年 上期ま
での急速な蓄積と,同 期における操業停止以降の蓄積部分の取 り崩 しとが,
電気亜鉛の生産能力と亜鉛電解槽の量的変化に端的に示 されている。図2は,
こうした急速な蓄積を,価 値側面か ら示 したものである。投下資本合計と機
械装置価値が,そ れぞれ71年 上期および下期 まで増大 したことが示 されて
いる。また同図か らは,70年 から71年 にかけてなされた公害防止設備投資
の影響が読み とれる。 このことか ら,こ の時期になってはじめて,「社会的
費用」が当該企業にとって負担すべき費用として顕在化 したこと,そ してそ






2.「 社会的費用」 の顕在化 ・負担 と資本蓄積への反作用
2-1「 社会的費用」の顕在化 ・負担における諸形態と諸限界
東邦亜鉛にとって 「社会的費用」は,安 中市における操業以来40数 年に
およぶ農民闘争を背景 として,1969年 以降にようや く顕在化 した。以後そ
の影響は,当 該企業の活動総体に様々な形態をとって波及 した。一般に,公'
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資料:『 有価証券報告書』 よ り
(注1:1976年 以後,会 計期が1年 にな ってい るので生産量の半分 を半期生産量 と した
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り崩 し)に 伴 う諸費用,(B)発 生源対策費用,(C被 害復元費用,◎ 損害賠償費








制 ・防止機能は,あ らかじめ自主的協定や司法機関による 「社会的評価」の
要請する最低限度にとどまらざるを得ない。
(C>の被害復元費用(安 中公害問題においては汚染土壌改良の公共事業費用
の原因者負担分 として現れた一 詳細後述)は,一 般に,土 地およびそれに
帰属するとされる水などの生産 ・生活手段に対する素材的な復元に要する費
用である。その内容 としては,直 接的な労働による排土,客 土,水 質浄化,
土壌混入汚染物の無害化などの作業費である。 しか しなが ら,こ うした労働
による土壌の人為的な素材的復元は,多 くの場合,農 業にとっての有害物質











の損害 として,加 害者と被害者がそれぞれに金銭評価 し,そ の支払いについ
て合意 されて一応の解決を見る場合 と,そ うでない場合があり得る。後者の
場合,そ の評価と支払い水準(免 責比率)を め ぐる当事者間の争いに司法機
関の介入が要請され,損 害賠償請求訴訟が主として被害者側から提起される0
そして司法機蘭による評価 と決定め過程を経て,価 値次元での損害額が一応
確定 し,加 害企業の支払うべき 「社会的費用」は顕在化され,実 際に負担さ







㈱ 資本の遊休と取 り崩 しに伴 う費用負担
1969年7月 における安中精錬所の施設の一部に対する操業停止処分は,
同年6月 に被害農民から通産省 に提出された 「工場拡張認可取消し」の行政
不服審査請求に端を発 し,同 省による違法増設設備への操業停止命令に基づ
くものである。事態 は会社幹部 および精錬所幹部の同年12月 の起訴,翌
1970年5月 の有罪判決に至る(8)。そ して結果的に,図1か ら読みとれるよう
に,ピ ーク時の1969年3月 時点での電気亜鉛生産量は,操 業停止 によ り
1970年9月 時点 までにその約23%が 削減された。 さらに,同 じく図1か ら
読みとれるように,亜 鉛電解槽の違法増設部分が同年下期中に取 り崩 された。






害防止対策を命ずる通産省か らの 「改善指示書」の提出にまで,事 態を進展
させた。 これに基づいて同社の1970年 下期 と1971年 上期には,総 額約3億
5,000万 円におよぶ公害防止設備投資が安中精錬所においてなされた。その
痕跡は図2に おける同期間の機械装置価値の増大に端的に示されている。 さ
らに東邦亜鉛の総体においては,後 の1974年 下期 と1975年 上期および下期
に合計約7億3,000万 円,1977年 の上期と下期に合計約1億5,000万 円,




とが,事 後的に判明 したのである。加えて1974年 下期以来,同 社の対馬鉱
山で行われていた休止鉱山鉱害防止事業の総事業費が約20億 円にのぼって
いる。この費用 も 「社会的費用」の潜在化および顕在化の防止を目的とする
ものだが,先 の公害防止設備の費用 とは異な り,生 産過程とは直接関連 しな
い点で,機 械装置価値の増加 とはならなセ・。 これについては次第で若干付言
する。
◎ 被害復元費用の負担
1970年12月 制定の 「農用地の土壌汚染防止等に関する法律」 に基づき,
群馬県が対象地域を指定 して,1972年 から4カ 年 にわたって土壌改良事業
(対象地面積約130ヘ クタール)が 被害地で行われた。その際に,当 該企業
にとって 「社会的費用」として顕在化 した部分は,全 体費用の約75%に 当




































注1:こ の期よ り会計期が1年 とな る




「安中鉱害」 において,土 壌復元費用として 「社会的費用」が顕在化する
















所へ訴状が提出され,同 裁判所の受理拒否によ り訴訟救助請求に発展 し,こ
れもまた却下された。 そして1973年 に東京地方裁判所によって訴訟救済 さ
れて,よ うや く1982年3月 に第一審判決をむかえるに至った。判決は東邦
亜鉛 に対 して被害農民側に総額7,993万 余円(農 民側の請求額15億5,400万
円)の 賠償請求を認めたものであった。そ して裁判に伴 う費用を含めて1億
1,990万 円の 「社会的費用」が当該企業にとって顕在化 し負担された。
しか しなが ら,訴 訟において,被 害農民は自らの農業経営 「小資本」に転
嫁 された 「社会的費用」のみならず,農 業労働者 として被った 「生活破
壊」('2)としての 「社会的費用」の転嫁分に対する賠償をも請求 したのである。
農民側の主張 した被害の具体的内容は,① 農作物の被害,② 養蚕の被害,③
農業経費の増大と労働強化として現れた被害,④ 経営規模の縮小(逸 失利益)







県と東邦亜鉛が費用を分担 して行 った土壌改良事業の不十分さを指摘 し,土
壌汚染の素材的な残存を追加的な 「社会的費用」負担で処理するべきである




因するものとみな し,「財産上の損害」 と 「財産外の損害」である慰謝料 と
に還元するものであった。そのため,農 業経営 「小資本」への 「社会的費用」
の転嫁分に関 して,判 決は一定限度の評価を下 した。 にもかかわらず(過 小
評価 という問題はあるが),・被害農民における農業労働者 としての側面に転




という多様な形態をとった 「社会的費用」の顕在化 ・負担は,次 頁,表1の
左半分のように発現時期を特定化できる。そして,こ れらが当該企業の資本
蓄積にいかなる影響 ・反作用を及ぼ したかについては,こ の表 と先の図1・




?? ?? 表1東 邦亜鉛における 「社会的費用」負担と特別利益の計上によるその捻出(単 位:干 円)
「社会的費用」 「社会 的費用」の捻出
特 別 損 失 特 別 利 益 特別引当金
B C D
決算時 公害防止設備費用 休止鉱山鉱害 土壌改良事業 損害賠償 ・ 固定資産 投資有価 その他 計 内公害
防止費用 事業費負担金 その他 売却益 証券売却益 対策費
1969・9fE1 5,920 31,324 37,244
1970・3 40,404. 40,404
1970・9 1,607 31,500161,000 194,107
1971・3 安 中128,64; 137,02401,37E 538,400
1971・9 安 中222,210 655,982277,55E185,1201,118,65E
1972・3 5,589 782,19634,439 822,224
1972・9 163,80578,89E 242,701
1973・3 29,250 1,14]1,136,18(1,137,32]
1973.9 280,000注2 34,471 105,000 139,471
1974.3 262,182 599,588293,013 892,60:
1974・9 対州272,371 191,444 27,726 27,726
1975・3 全社573,264 対州248,370 19,466 35,286589,947 644,699
1976・3 全 社159,569 対州390,045 124,411 65,60E 329,755948,103 1,343.96393,000陀3
1977・3 対 州142,018 28,41( 19,664104,914 1,52,988
1978・3 全 社153,508 対 州104,255 3,732 110,442 114,179
1979.3 対州61,400 77,46i 1,350,378注' 1,427,8456,019'Es
1980・3 対 州104,17E 3,777 3,777
1981・3 対州183,226 94,323 163,05034,000 291,373
1982・3 全 社1,530,683'対州239,621 119,900'E'2,730,962127,907 2,858,869
1983・3 全 社254,186榔 対 州273,933 1,533,050 91,494 46,000 1,670,544
計 3,022,06f 2,019,415607,287399,900 5,260,361'2,759,9665,678,262 399,019
総 計 6,048,662 8,020,327
資料:東 邦亜鉛株式会社 「有価証券報告書」各年
注1:こ の期と次期に操業停止によ る 「社会的費用」が生産量減少 により発現 した。 しか し本義 では公害防止設備費用や特別損失に計上で きないため省 いた。
注2:漁 業補 償(具 体的な内容は不明)
注3:公 害 防止 準備金取 り崩 し
(注4:関 連会 社の固定資擁売却益735,792千 円を含む
感 注5:金 属鉱 業等公'Lt/防止準備金の取 り崩 し
o注6:鉱 津処理設 備1,244.892千 円 と脱硫装置285,791千 円
)注7:安 中公害裁判 費用の支出
注8:鉱 澤処理設備127,12'.千 円 と環境集塵設備127,065千 円
?????? ???
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に示 されている。 さらに図3と 次頁の表2か らわかるように,当 時,当 該企
業は成長基調 にありなが らも,1969年 上期の売 り上げ総利益は前年下期の
水準を若干下回 り,負 債(長 期借入金)(15)を約10億 円増大させ,営 業外費
用の大半を占める利息(割 引料を含む)を 約1億2,000万 円増大させた。そ
の結果,前 年下期 と比べて経常利益を約8,500万 円減少させた。
この処分は,当 時,既 に指摘されていた東邦亜鉛の法外な他人資本への依
存体質 という金融上の矛盾を露呈させ⑯,後 に(B)発生源対策費用,(O被 害復
元費用,⑪ 損害賠償費用として 「社会的費用」が顕在化 ・負担されるたびに,
この矛盾を強化する端緒となった。結局,操 業停止処分は,売 り上げ総利益
の減少に端を発 し,借 入金の増大を経て,利 息の増大 として 「社会的費用」
の顕在化 ・負担に連鎖 し,経 常利益の減少に結果 したのである。
(B)発 生源対策費用の負担における反作用
表1に 示 したように,1970年 下期 と1971年 上期に安中精錬所でなされた
鉱害発生源対策事業は,当 該企業にとって約3億5,000万 円の公害防止設備
投資,つ まり 「社会的費用」の負担であった。また表2に 見るこの両期の売
り上 げ総利益の激減は,主 に市況の悪化 とドル危機 によるものと考え られ
る(17)。これらは,相 まって,1970年 下期には同年上期に比べて約5億2,800
万円,1971年 上期には前年上期に比べて約48億 円,負 債総額を増大させた。
そして1970年 下期と1971年 上期の経常利益はそれぞれ,約15億 円および
約12億 円の赤字となった(表2参 照)。 その結果,東 邦亜鉛は無配に転落 し,
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8,000万 円,同 年下期には投資有価証券売却益約7億8,000万 円の 自己資本
の取 り崩 しによる特別利益の捻出を強いられた。 ちなみに,こ うした経常利
益の赤字下で,「社会的費用」 としての公害防止設備投資の全てを他人資本
で賄 ったと仮定すれば,前 年上期 と比べた1971年 上期の約48億 円の負債増
大分 に対 して,こ の 「社会的費用」負担は約7.3%を 占めたことになる。 そ
して,さ らなる支払い利息の増大要因となり,経 常利益の減少に連鎖 したと
考えられる。 ともあれ,こ の期間の 「社会的費用」負担は図3に 見 られるよ
うに∫資産合計と自己資本および利潤㈹ の減少下で機械装置(価 値)が 増
大するという一見奇妙な現象を引き起こしたのである。なお,利 潤の減少は,
主に ドル危機による景気の低迷によるものとはいえ,次 頁の図4に 示 した総
資産利潤率の激減を結果 している。この間の 「社会的費用」の負担は,公 害
防止装置といった資産の増大を伴うことでこの激減に関与 したと推察できる。
1974年 下期か ら1975年 期末にかけて と1977年 期とになされた 「社会的
費用」 の負担,す なわち公害防止設備投資の総額約7億3,000万 円は(表1
参照),こ の期間の当該企業における機械装置価値の増加分,約33億8,000
万円の5分 の1強 を占めた。1974年 下期から1975年 期末にかけてのこの投
資は負債(長 期借入金)の 急増と自己資本の取 り崩 しを伴い,ま た1977年
期になされた同様の投資は,負 債減を伴いつつ も自己資本の取 り崩 しを結果
した。以上の期間は,共 に売 り上 げの低迷期に当たり,売 り上げ総利益の激
減による経常利益の激減 と赤字転落に結果 している(表2参 照)。
前者の期間(74年 下期一75年期)に おけるこうした 「社会的費用」の負担
は,そ の一部を自己資本の取 り崩 し(固 定資本売却益,約8,500万 円,投 資
有価証券売却益,約3億6,500万 円を含む)に よると見な して も,あ るいは
その大半を他人資本への依存によるとして も,図3に 示 したように,直 接的

























































資料:『 有価証券報告書』 よ り
666666344556
939393灘 無 糠1鍵 響 動 劃
(注2)届 ・:%'…c茜c cBi」
D
こ)注1;こ の期 より会計期が1年 となる,
注2;A:操 業停止B;発 生 源対策C:復 元費用D:損 害賠償 と しての 「社会 的費用」 の顕在化期間
????? ???
群馬県安中市の鉱害問題
たことに変わ りはない。 また後者 の期間(77年 期)で は,負 債減少下 の
「社会的費用」負担であったことから,固 定資産や投資有価証券などの売却
以外による特別利益の捻出といった自己資本の取 り崩 しでその大半は直接賄
われたと考え られる(表1参 照)。 ここでも 「社会的費用」負担は図3に 見
るように,資 産合計 と機械装置価値の増加 と自己資本合計の減少について,
その原因の一部を構成 したと考えられる。そ してこの期間における利潤の減
少が主として景気の低迷にあったとはいえ,図4に 示 したように,こ の負担
は総資産利潤率の低下の一要因となったと考えられる。
また1974年 度以降,同 社の対馬鉱山で行われた休止鉱山鉱害防止 に関わ
る費用負担は,発 生源対策 としての 「社会的費用」の発生であり,総 額約20
億円にのぼった。特に1975年 期 には,特 別引当金の一部である公害対策費
の取 り崩 しによって,こ の期の負担分の約3億9,000万 円を賄 った(表1参
照)。 その他 も各期に特別損失 として計上 され,自 己資本の取 り崩 しにより
.特別利益が捻出されたか,あ るいは一時的な他人資本への依存で賄われたか
にかかわらず,結 果的には自己資本の減少の一要因になったと考え られる。




1981年 と1982年 の両期の公害防止投資 も,そ れまでの当該投資の実施 と
同様に,主 に長期借入金からなる負債の増大,支 払い利子の増大,自 己資本
の減少,結 果的な資産総体の増大へと連鎖 し,総 資産利潤率の低下要因の一
つ となったと考えられる。(図3,図4,表2を 参照)。
③ 被害復元費用の負担における反作用




壌汚染の復元に要する 「社会的費用」として顕在化 した。 これらは当該企業
の会計上,特 別損失の項目に現れ,し たがって特別利益にあたる固定資産売
却益(以 上の72年 下期から75年 期までの累計約1億2,000万 円)と 投資有
価証券売却益(同 じく累計約9億8,000万 円)か ら充当され,相 殺 されたで
あろうと推察される(表1を 参照)。 しか しながら1975年 までの当該事業は,
景気の回復局面,つ まり売 り上げ総利益の増大下でなされている。ちなみに,
1972年 下期は1972年 上期に比して約2億 円経常利益を増やし,1973年 下期
と1974年 上期はそれぞれ1973上 期 に比 して約31億5,000万 円と約12億
3,000万 円,経 常利益を増大 させている。その結果,1972年 下期 は1972年
上期に比 して約1億 円利潤を増や し,1973年 下期と1974年 上期はそれぞれ
1973上 期に比 して約7億2,000万 円と約9億 円,利 潤を増大させている。 し
たがって,こ の期間の土壌復元事業費としての 「社会的費用」負担,す なわ
ち特別損失の発生とそれに関わる特別利益の計上は,当 該企業経営へのその
負の影響をかなりの程度緩和 されていたと見な しうる(表2を 参照)。 実際
に図3お よび図4に 示されているように,自 己資本な緩やかに増大 し,ま た
総資産利潤率は急激に上昇 したのである。
しかしなが ら,1975年 期の土壌改良事業費約1億2,000万 円の負担は,前
年下期以来の景気後退期になされた。当該企業経営へのその影響は,当 期に
合計で約4億 円を費やした特別損失あつかいの上述の休止鉱山鉱害防止費用
と合成 されているので,確 定 しがたい。
しか しながら,両 者は相まって当期の売 り上げ利益減少による利潤の激減
に追い打ちをかけたことは明らかである。 ともあれ,以 上のように被害復元
費用として顕在化 した 「社会的費用」は,東 邦亜鉛の利潤に対 して,削 減的





1973年 上期の漁業補償費用,2億8,000万 円については,そ れが当該企業
にとっての 「社会的費用」として顕在化する具体的な過程に関する十分な資




護士費用などを含む)も 同様に,特 別損失に計上された。そ して同期におけ
る売 り上げ総利益の減少,B)で 言及 した公害防止設備投資(約17億7,000
万円)と 負債増からの利息増,そ して結果的な経常利益の激減という事態の
中で,こ の賠償費用が当期の特別損失のうちの約6%を しめる ことで,利 潤
に食い込み,よ って自己資本の減少を導 く要因になったと考えられる(以 上
は表1と 表2を 参照)。 したが って,図4に 見 るように,前 期 に引き続 き総
資産利潤率を減少 させる要因の一つとなった。




の取り崩 しで対応するとしても,次 のように,自 己資本合計を変動させた。
すなわち,1960年 代半ばから公害防止設備投資が始まる直前の1969年 のピー
ク時まで増大 した自己資本合計 は,80年 代前半期までに,他 の 「社会的費
用」負担 と共に,徐 々に取 り崩され,1960年 代半ばの水準を下回るに至 っ
たのである(図3参 照)。





が,こ うした自己資本の取 り崩 しという事態に対 して,こ の間の景気循環と
相まって,時 には増幅され,時 には緩和 されて発現 したことを推察できるに
すぎない。 しかしながら,一 般に高度経済成長期か ら低成長期へと推移 した




同和鉱業においては,次 頁の図5の ように1969年 前期と後期および1977
年期か ら1978年 期にかけて,大 幅な自己資本の取 り崩 しが行われている。
同じく,1977年 期か ら1978年 期にかけては東邦亜鉛 においても大幅な自己
資本の取 り崩 しを認めることができる。 しかしながら,明 らかに,同 和鉱業
にはこの20年 弱の期間に自己資本の蓄積傾向が明 らか'に認められるのに対
して,東 邦亜鉛では自己資本の傾向的な縮減が認められるのである。実際に,
図5に 見 る1969年 下期から1983年 期への自己資本の縮減分約50億 円は,
表1か ら算定されるこの間の 「社会的費用」負担の総額約60億 円に見合 う
ものである。またこの負担総額は,こ の間における特別損失の捻出分あ内,.
固定資本売却益,総 額約52億6,000万 円と投資有価証券売却益,約27億
6,000万 円の合計額,約80億2,000万 円のほぼ4分 の3に 相当する。 これら
は,以 上の考察を裏付けるものといえよう。
繰 り返すが,東 邦亜鉛の事例で示 したように,「社会的費用」の顕在化と
負担は企業の資本蓄積に阻害的な反作用を及ぼす。 しか しながら,こ の反作
用は景気循環の過程において,あ る時には増幅され,ま たある時には緩和さ
れる。そして企業の活動が継続する限りで,こ の反作用は公害防止設備とし
て素材的側面 と価値的側面に痕跡を残 しながら,ま た復元費用や損害賠償費
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の傷はふ さがれてい く。特に公害防止装置への投資としての 「社会的費用」
は,技 術革新によってその費用が節減され,あ るいは装置自体が部品化 され
て生産装置に組み込まれることで徐 々に消滅 していくであろう。にもかかわ
らず,既 に述べたように,安 中市においては,必 ずしも汚染された農地の全
てが復元されておらず,汚 染土壌は放置 された。 また裁判によって認定 され
なかった被害農民の労働強化部分 も,支 払われるべき賠償費用 として放置さ
れた。 こうした未払いが,素 材的および価値的な 「社会的費用」の潜在的な
形態として残存した。特に土壌汚染という痕跡は,次 世代に,理 不尽にも継
承されていくことになる。
3.お わ りにか え て
本稿では,「社会的費用」の潜在化か ら,顕 在化と負担を経て,後 にその
経営上 の痕跡が徐々に消滅す るに至る過程を,20年 弱の期間にわたる東邦
亜鉛における企業活動に即 してたどり,「社会的費用」負担 と資本蓄積の相
関 として分析することが試み られた。そ して,・「社会的費用」の概念と実体
とが,価 値 ・資本の次元においては じめて定立されることから,使 用価値次
元における,基 礎 としての(す なわちその潜在態としての)具 体的な公害被
害である 「社会的損失」にとっては,そ れが 「社会的費用」 として顕在化す
るために価値 ・資本次元への評価替えが必要 となることが示 された。 しか し




か らはずされた汚染農地 として,残 存 している(19)。






の顕在化は,そ れ以前およびそれ以降の資本蓄積に対 し,取 り崩 しと抑制と
を迫るものであった。 ここから,こ うした蓄積の源泉 となる経済的余剰,つ
まり利潤には,「虚偽的」 あるいは 「可滅的」 な部分(20)が含まれることが示
唆される。 このことを使用価値次元で捉え返せば,社 会的分業 に従属 し,個
別資本に包摂されて企業内の分業に従属する労働(事 例では東邦亜鉛安中精
錬所での労働)が,そ の遂行において結合す る無償の自然諸力(主 に水と大
気)を 媒介 として,他 の労働(近 隣地域における農業労働)の 遂行上必要な
自然諸力(土 壌の生産力)を 劣化させたのである。そ してその結果として,
農業の生産物の量と質および農民の生活過程に対 して,負 の経済的影響を及








うと推察 されるが,後 の著作物で,「 負の労働」概念として積極的に展開さ
れてはいないようである。むしろジェヴォンズの 「負の効用」および 「負の
商品」概念 とそれらに基づ くピグーの 「負のサービス」概念が,環 境経済論
の文脈に即せば,こ の論点の先駆であると考えられる。
繰 り返せば,「社会的費用」の潜在化とその顕在化の過程が資本蓄積 と取
り結ぶ相互関係の分析から示唆される経済学的意義は,概 念 としての,お よ
(131)131
政経論叢 第75巻 第1・2号
び実体 としての 「社会的費用」が,そ の素材的基礎である 「社会的損失」す
なわち環境破壊や公害被害に対 して,本 来的に疎遠な関係にあることを明 ら
かにする点にある。さらに,こ うした 「社会的費用」を伴 う資本蓄積に固有
な価値 ・資本次元および使用価値 ・労働次元における上述の 「虚偽的」ある
いは 「可滅的」な性質を確認することにある。 したが って,こ の 「虚偽的」





本蓄積にとって不可欠な前提 として制度化(内 面化)さ れるべきことが洞察
できる。
《注》
(1)安 中鉱 害 問 題 に 関す る文 献 ・資 料 は以 下 の もの を 用 い た 。 日本 人 文 科 学 学 会
(1955),独 占 分 析 研 究 会(1972),熊 沢 喜 久 雄(1974),高 田 新 太 郎 他
(1975),島 崎 稔(1977),谷 山 鉄 郎 他(1977),判 例 時 報 社(1982),本 間 慎
(1982)。
(2)大 森 正 之(2005)お よ び本 稿 注(20)を 参 照 。
(3)島 崎 稔(1977),pp.19-26を 参 照。
(4)判 例 時 報 社(1982),「 安 中 鉱 害 損 害 賠 償 請 求 訴 訟 第一 審 判 決 」p.36を 参
照。
(5)谷 山 鉄 郎 他(1977),pp.112-131を参 照。
(6)同 上,pp.108-109を 参 照 。
(7)マ ル ク スK.(1966),皿.p.109を参 照 。 ま た,公 害 と マ ル ク ス の 指 摘 じた
「不 変 資 本 充 用 上 の 節約 」 との 因果 関係 に つ い て は,吉 田文 和(1980),pp.101-
120,お よび 利 根 川 治 夫(1971),pp.88-103を 参 照 。
(8)高 田 新太 郎(1975),p.256の「年 表」 に よ る。






(12)島 崎稔は安中鉱害問題について農村社会学の立場から 「農民にとって 『生活
破壊』とは何かを論証 し実証する」ことを目指 している。島崎稔(1977),p.2
参照。
(13)判 例時報社(1982),「 安中鉱害損害賠償請求訴訟 第f判 決」pp.9-10を
参照。
(14)ibid.,p.40を 参照。
(15)借 入金の内訳については,こ の注釈の文末,付 表1を 参照。
(16)独 占分析研究会(1972)で は,こ の矛盾を 「金融的隷属」を示す ものである
と指摘 している。pp.182-183を 参照。なおこの注釈の文末の付表1も 参照。
(17)当 該企業の 「有価証券報告書」の 「営業の状況」部分においても,売 り上げ
の減少を ドル不安 と景気後退によるものとしている。
(18)こ こで言 う 「利潤」 とは,三 菱総合研究所発行の資料 「企業経営分析」で用
いられている,利 潤=経 常利益+剰 余金増減尻+金 融費用という式に従 って算
付表1東 邦亜鉛における借入金の内訳
社会的費 借入金 (単位:千 円) 負債合計比率(%)固定負債比率(%)
用の発生期 会計期 長期借入金 短期借入金 (対資産合計) (対資産合計)
注2 1966/97,185,7742,004,300 76.65 28.28












lc 1973/317,792,0356, 26,510 87.46 35.83






























19833 1871823622601845 9592 25.14
資料:「 東邦亜鉛株式会社有価証券報告書」
注1:1976年 より会計期が1年 にな る。




(19)「 朝 日新聞」および 「毎日新聞」1982年3月30日 版を参照。
(20)本 稿では環境破壊 ・公害被害をともないつつ形成される経済的余剰の特殊な
性質を,ま ず 「虚偽的」 という用語で形容 した。これはマルクスが地代論で用
いている 「虚偽の社会的価値(falschesozialeWert)」(マ ルクスK.,1967,
皿b.p.852)の 概念からの借用である。 しか しマルクスの規定が市場を媒介 と
して現れる事象を意味す るのに対 して,こ こで用いる 「虚偽的」 とは,市 場で
の交換以前の生産活動それ自体に内在する,労 働に固有の性質であるとみなす。
また本稿ではそこに 新たに,「可滅的」 という規定を加えた。この規定を筆者
は,我 が国戦間期の水質汚染問題に関する論文(大 森,1986)で はじあて用い
ている。この規定の含意は,ま ず,安 中鉱害事例において発現 した土壌の生産
力の破壊 とは,リ カー ドの想定 していた土壌 の 「不可滅(indestructible)
の力」が,実 際は 「可滅的」であることに起因するという認識にある。さらに,
この 「可滅性」が基礎となって,本 稿で指摘 した,潜 在的な 「社会的費用」の
顕在化とその負担による加害企業の資本蓄積分の取 り崩 し(復 元事業費と損害
賠償費の負担)と 既存生産装置(資 本)へ の 「社会的費用」の拘束(公 害防止
・設備投資)が 生 じているという認識にある。 なお最近の筆者の研究(大 森,
2005)で は,こ の 「可滅性」の基礎をジェヴォンズは,人 々に忌避される副産
物つまり 「灰や下水」 といった 「負の商品(discommodity)」 の発生として,
ピグーは環境破壊や他の社会問題を引き起 こす労働における第三者に対する
「負のサービス(disservices)」 の内在として,指 摘 していることが判明して
いる(大 森,2005)。
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